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Iはしがき
若きマーシャルが数学，物理学から学問的関心の中心を経済学へ移してい
く動機となったのは，貧困問題であったことはよく知られている。しかし，
その時期に最初の理論的関心が向けられたのは外国貿易の理論であった。外
国貿易問題は，貧困克服の問題と共に，晩年に至るまでマーシャル経済学の
中心的問題の一つであった。だが，この点にかんする研究は，主著『経済学
原理』をめぐる研究ほどには進んでいないように思われる。これらの問題点
は，早坂忠氏によって先駆的にかつ鋭く指摘されているところである(')。
本稿は，マーシャルのこのような国際経済研究の特色を明らかにしよ､うと
する試みである。その場合，本稿は,1870年代から1920年項までのいわゆる
｢マーシャルの時代」の国際経済の実態を，第1次大戦を含む帝国主義的対
立の時代と見る立場から，その意味では，マーシャル経済学と基本線を同じ
くする観点というよりは，一定の距離を置いた観点からその論点にアプロー
チしようとするものである。
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問題の焦点となるのは次のような点である。第1は，マーシャルの国際経
済研究は，基本的には，先進国であれ発展途上国であれ，産業化が進展する
に従って，諸国相互にゆるやかな分業をすすめつつ需要を与え合いながら発
展していく，いわば調和的な国際経済関係を基調としているのではないか，
という点である。第2は，マーシャルは，イギリスのナショナルインタレス
トと国際経済関係の在り方として，単なるイギリス帝国の結束ではなく，植
民地の自立化傾向とアメリカとの連帯を含むところの，また，新たな形態で
の自由貿易を含みうるところの，「英語諸国の連合」を志向したのではない
か。そしてこの志向は，例えば,J．A・ホブソンが強調するような,「より
劣等で且つ政治上乃至は産業上自治に関する重要な権利を行使する能力がな
い……熱帯又は亜熱帯地方の政治的併合」による植民地問題(2)を，その視野
から欠落させることになったのではないか，という点である。
これらの論点を十分に明らかにするには，尚資料もその検索も不十分さを
残しているが，難題へ踏み入る第1歩として若干の問題提起を試みることに
したい。そして同時に，これらの考察は，「帝国主義問題」を，異端でもマ
ルクス主義の経済学でもない，古典学派の流れを受け継ぐイギリス経済学の
正統派がどのように把握していたのかを検討することにより，帝国主義の問
題点を，従来とやや違った観点から照射していこうとする試みでもある。
（註）
（1）早坂忠｢アルフレッド･マーシャルとイギリスの産業上の主導権と『純粋理論』」
『社会科学紀要(東大)』第13輯，1963年．
早坂氏は，経済学史学会第45回大会（1981年11月8日於龍谷大学)の共通論題｢経
済学史における先進国・後進国問題」の「マーシャルにおける世界経済の問題」と
題する報告において，この問題を深められた。この報告の予定討論者となった筆者
がその際述べたように，1975年にJ、K・ウイタカー氏によって編集され．メントが
付されて出版された,J.K,Whitaker,ed,TheEαγji/Eco7zof7zicWγ伽冗gSof
A〃γedMαγs加〃Z867-1890,Vol.I,II,theRoyalEconomicSocietyby
Macmillam.に収録されている未公表の外国貿易にかんする草稿は，早坂氏の上記
論文での，1870年代からマーシャルが世界経済におけるイギリスの地位に強い関心
を持っていた，という主張を十分に裏付けることになった。殊に，後にふれるVol.
IIのPartnl,TheTheoryofForeignTradeandOtherPortionsofEconomic
ScienceBearingonthePrincipleofLaissezFaire.のmanuscriptは，上記
のようなマーシャルの初期の考えを知る上で極めて重要な内容を持っている。
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なお，本稿作成に当り，上記学会での早坂氏との討論および報告に多くを教えら
れた。
(2)J.A.Hobson,I77zpe7･jα〃s77IAS"d",GeorgeAllen&Unwin.1938,p.29
矢内原忠雄訳『帝国主義論』上巻，岩波文庫1951年,72ページ。
II事実認識と「大不況」
マーシャルが，経済学の本格的な研究を開始する1870年代初めから,『経済
学原理』が出版される1890年という時期は，周知の「大不況1873-96年」の
時期であり，この長期不況現象は，「世界の工場」の崩壊に直面したイギリ
スで最も目立っていた。この「大不況」は，基本的には資本主義的生産力の
より高度な段階への発展ｶﾇ結果する，いわば重工業の基軸産業化と大量生産
化の過程でひき起こされた必然的な困難であったが，それは同時に，世界経
済の視野でみれば，アメリカ，ドイツなどの後発資本主義諸国の経済力増大
の度合が大きいことを意味した。重工業が本格的発展を遂げる過程で現われ
る国民経済的困難と対外的競争の激化に苦悩するイギリス重工業資本は，こ
れらへの対応策として，バーミンガム鉄鋼資本を中心とする関税改革(Tari-
ffReform)という保護関税要求運動を始めさえするのである。このような
長期不況という事実認識のもとに保護関税要求を初めて明白な形で打出した
のは，『商工業不況調査委員会報告書」（1883-86年）での「少数意見」で
あった(1)。
マーシヤルは，この「大不況」の出発点である1873年世界恐慌について，
それ以前にイギリス経済界に蔓延し始めた「自己満足や過信」を痛打したも
のととらえている。また，「1875年には，ドイツはイギリスより悪い状態で
あった。だから，イギリス人はそれに続く10年間余りは，容易に事を運ぶ余
裕があり，他のどの国よりも良い所得を期待しうるといった楽観的考えを醸
成してしまったJと述べ，「大不況」前半期のイギリスにおける後発資本主
義諸国の脅威に対する認識の浅さを指摘している。しかし，「大不況」自体
については，上記の「少数意見」のような深刻さにおいてとらえようとはし
ていない。むしろ，不況は過大に考えられているとして，上記の『委員会報
告』の「多数意見」を引用し，ドイツの追上げは激しく，イギリスの地位は
脅かされているが，「『誤った不安を排除し，イギリスの商業上の位置のより
明るい展望を推進するために，商業上の地位を当初に築き上げたと同じよう
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なエネルギーや不屈の努力，自己抑制,資源供給が展開されねばならない｡』」
と主張し，イギリスの「世界の工場」を実現した伝統的な産業上の活力をよ
り促進することで，諸国の脅威に十分対抗しうると考えていた(2)。
マーシャルが「大不況」を過大にとらえるのを避けたのは，上記の「少数
意見」のように，保護関税への志向が強まり，ひいてはなおイギリス産業の
優位の源動力である経済的自由，自由貿易が生み出す活力を衰退させること
になることを恐れたからであった。そして，経済的自由，自由貿易が生み出
す活力は，19世紀イギリス資本主義の発展の基礎となった，産業における収
穫逓増の法則の形で展開していると考えられ，19世紀末にもその法則は着実
に浸透していると考えられたのである。この考えは，主著『経済学原理』の
理論体系の前提となる事実認識であると共に，その理論を支える重要な柱の
一つとなっている(3)。
このように，マーシャルは，「大不況」を深刻な事態と考えることを避け
ているが，後発資本主義諸国の脅威については早くから注意を払っていた。
そして，この脅威に対するイギリスの対応策については，20世紀に入って以
後，より積極的な内容が盛り込まれていったように思われる。後述するよう
に，1903年の「国際貿易の財政政策にかんする覚書」を提出する頃には，自
由貿易の理念を堅持する基本線は変えていないものの，例えば，単なる「帝
国統一」をこえる英語諸国の「Anglo-Saxondomの連合」といったより積極
的な対応策を構想し，時代の進展に応じた国際経済問題の取扱いへと変化を
みせているように思われる。
マーシャルの経済学における最初の著作となる筈だった草稿のタイトルは，
｢外国貿易の理論（と自由放任原理にかかわる経済科学の他の諸問題)｣とい
うものであった(4)。この1873年から1875年のアメリカ旅行をはさむ1877年頃
までに書かれた草稿のPartlのうち，残存している第4章から第7章までの
草稿は，当時のマーシャルの国際経済研究の特色を知る上で興味深い資料で
ある。その第4章は「産業的かつ社会的進歩に影響する外国貿易」と題され
ており，第5章はその「続き」である。ここでは，外国貿易が一国の産業発
展に大きな効果を持つその諸要因が検討され，イギリスでは殊にその効果が
大きいことが論じられている。従って，アメリカやドイツの優位を意識して
の立論と言うよりは，外国貿易の産業発展に対する効果の一般的な理論の構
築が意図され，その場合に，イギリスの産業発展への効果をふまえた上で，
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外国貿易を通しての各国産業間の競争の効果という内容が重視されていると
考えられる。例えば，それは，外国貿易の産業的，社会的進歩への影響を問
題にするに際して，「4つの論点のもとに最も重要な問題を取扱う」とした，
以下の論点によく示されている。「(i)ある国の個々の産業への他の諸国の
類似産業の競争による影響。(ii)ある国の資本と労働に対し，外国貿易がそ
れらの他の諸国への移動を発展させるような状態がひきおこす一般的な影響。
(iii)外国貿易がある国の諸産業の雇用の順調さに与える影響。(iv)外国貿
易がある国の特別の産業の成長率に影響を与え，ある特定種類の仕事を優勢
にし，そのことによってその国の未来の物質的，精神的生活を規定する諸要
因を変化させるような影響凶そして，それらの諸論点は，「古い国の代表と
してイギリスを，新しい国の代表としてアメリカを特にとりあげつつ考察さ
れる」のである(5)。
マーシャルのこれらの論点の展開に対し，次の3点に注意を払っておきた
い。第1は，外国との競争が，国内の雇用者，労働者の健全な活動を助長し，
生産技術の向上と能率向上の重要な促進要因となる，と考えていることであ
る。例えば，外国との競争が雇用者の共謀や労働者の機械導入への必要以上
の抵抗などを抑制しつつ，生産技術の発展を強制していき，このことがひい
ては労働者教育の改善を要請していく，と論じている(g)第2は，新しい国の
産業発展の力強さの根拠を，結局は，イギリスの「世界の工場」を実現せし
めた要因と同じ性質の，能率の高い活力ある人々の産業的エネルギーに置い
ている点である。例えば，新しい国に移動した資本と労働者は，新しい生産
技術のもとで高能率と高賃金を実現しつつあるが，そのような力の原点はイ
ギリスであり，「『イギリス資本を伴った，そしてそれを動かすイギリスの若
い人々の移住が，世界的規模の貿易の大きな武器の一つになっているのであ
り，未来の結束した諸力の一つともなる｡』」と,W.バジョットの言葉を引
きつつ述べている，)第3は，外国との競争による産業発展は，産業構造を変
化させることに言及している点である。例えば，外国貿易における自由な競
争は，技術と能率の高い労働者を吸収し，しかも国全体の利益になりうるよ
うな産業の割合を増大せしめ，また，新しい能率の高い産業を形成せしめて
いくという。また，消費からますますひき離されていく生産の分野の拡大，
つまり産業構造の重工業化が進み，事業活動の内容も複雑化していくことを
論じている(8)。
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このように，1870年代のマーシャルの国際経済研究は，後節で述べる関税
問題の取扱いをも含めて，産業発展の著しい新しい諸国の台頭を前提とした，
新しい時代の国際経済の一般論の構築を主眼としており，その場合の主要な
観点は，各国産業間の競争の効果という点にあったと考えられる。そして，
このような観点は，1880年代，90年代に噴出してくるイギリスの後発資本主
義諸国の台頭への積極的な対応の動きを背景として，マーシャルのイギリス，
の産業上の主導権に対する危機意識を強めながら，1903年『覚書』にみられ
るような，より積極的な政策的対応を含むところの国際経済研究へと進展を
みせていったと言えるであろう。
（註）
.(1)拙稿「イギリス『大不況』(1873-96年）に対する諸資本家の対外的対策構
想一『商工業不況調査委員会報告書』（1886年）を中心に－」『経営と経済（長崎
大)』第126号，1972年。
(2)A.Marshall,li,dustrgα九dTγαde,Macmillan,1920.pp.92-94.この『委
員会報告書』からの引用文は，「多数意見」の結論の最終部分からなされている。
F加aIRepo7･fq/t/ZeRol/aノCommiSSjo7zApPo"edtoIW"j7･emtotheDep7･e-
ssjo"q/Tγαdeα九．血d"stγ9.1886,",xxv.
(3)A・Marshall,Pγ加cjplesq/Eco7ao"cs,9th(viriorum)editionwith
annotationbyC.W.Guillebaud,Vol・I,Text,Macmillan,1961.Pp.671-672.
馬場啓之介訳『経済学原理』東洋経済新報社，1965年,､1,226-227ページ。
（4）マーシャルは，この本の準備を1873年頃から始めているが，この準備の過程
で，1875年に，主としてアメリカの関税問題の実態と論議を研究するために，アメ
リカを訪問する。そして，帰国後ほぼ77年頃までの間に，この草稿の大部分は完成
していた。この草稿は2つの部分から成っており,Partlは「一般読者向け」で
あり,Partllは，「専門的な研究者向け」のものであった。ウィタカー氏によると，
Partlの初めの3章は草稿が見当らないが，第4章から第7章まではTﾉteEαγjy
Eco7zo77zicWγ師冗gsq/AI/7･edMαγs加〃に収録されている。Partllは第6章ま
でがこれに収録されているが,H.シジウイックによって1879年に私的に出版され
た，『外国貿易の純粋理論』は，このうちの第2，第3章であり，『国内価値の純
粋理論』は，第5，第6章である。J.K・Whitaker,.ed.,op.c".Vol．II,pp.3-
6．
(5)j6jd・pp、15-16.
(6)j6jd.pp.16-18．pp、24-26.
(7)j6jd・pp、27-31.
－7－
(8)j6jd.p.50,pp.54-56
III国際経済理論の特色
マーシャルの新たな状況に照応する国際経済の一般理論構築の試みは群を
抜いた先駆性を持つものであるが，その後の進展は,N.ジャーが指摘する
ように，当時の歴史的現実に照応する経済学者達の討論とも関連を持ってい
る。即ち，「国際貿易の自由の機能を妨害する国家が国民の利害において正
当化される場合の厳密な諸条件を抽出する一つの試みがなされた。我々力寄第
1にとりあげるEco7zomjcJo似γ〃α／における国際貿易にかんする諸論文は，
このような理論的再編成を試み，そして，最終的にこれらの再編成は関税に
対する場合のより正確な論説を導き出した。国際貿易理論の分野でのこの発
展は，80年代以降にあらわれた（新たな）国際貿易の諸条件との関連で，そ
して，イギリスにおけるある特定地域から成長していった公正貿易や保護貿
易の要求との関連で，十分な考察がなされうるであろう凶（1）ジァーはこのよ
うに述べ,F.Y.エッジワースやH・カニンガム,C.F.バスタブル等
の諸説を，順次にマーシャルとの関連を見ながら考察している。そして，マ
ーシャルも同意していたエッジワースの論述をめく．る論争が国際貿易理論に
付け加えた収穫を次の三点に見出している。「第1は，国際貿易における均
衝の諸条件の一つが明確になったことである。第2は，国際貿易理論は，自
由貿易の実際的政策と特に結びつけられていた諸結論から多少切離されたこ
とである。最後に，その理論が，一体のものでありかつばらばらになったも
のである『交易する諸主体』間の貿易にかんするものであること，その『諸
主体』間では諸要因は動かないが，それらの内部では諸要因や諸財が常に十
分動きうるし，それらの輸出入の変化に関係なく，調整に時間をとらず不利
益もないような状況が十分あること，このような『諸主体』間の貿易にかん
する理論での最も精巧な概念やその特徴的な形が，その論争の過程で把握さ
れていき，短期において妥当でないことが見出されていった，ということで
あるq｣(2)
このような国際貿易理論の発展の中にマーシャルも加わっていたわけであ
るが，ジァー は，それを知る材料として，1901年のTんeTj77zesあての手紙
(後にECO7ZO77ZjCJOuγ〃αjに収録）の形で出された「石炭輸出税｣(3)という
一文をとりあげている。しかし，これは理論的問題というよりは政策的問題
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であり，これ以前に重要な論文があることに注意すべきであろう。それは，
1890年のBritishAssociationの経済学・統計学部会における開会会長講演
を論文にした，「競争のいくつかの様相｣(4)という一文である。ここでマー
シャルは，新しい経済的要因としての独占には良い面と悪い面があり，これ
らを従来のドグマからでなく，自由競争の利益を助長する面から正当に把握
すべきことを論ずると共に?)これと同じように，新しい国における保護貿易
政策についても，新しい国が形成期の産業を保護する際には妥当な政策であ
るように，一定の状況下では良い面を持つことを容認しつつ，結局は，アメ
リカにおいても，イギリスにおいてもそれ以上に利益をもたらすものではな
いことを初めて公に論説したのである曾)保護関税については次節でふれると
して，ここで重要な点は，保護関税が自由貿易の世界経済の状況から新しい
諸国に必然的に形成されてくるものであり，従って，それの理論的位置付け
を含む新しい国際経済理論が構築されねばならないことを，初めて公に論じ
た点である。この考え方自体は,1875年のアメリカ旅行前後のあの草稿に既
にみられるが，その草稿の出版が放棄されたため，1890年のこの講演に初め
てこのような考え方が登場することになるのであるW)そしてそこには，先述
したような，80年代における政策と論争からの社会的要請に応える意味があ
ったと考えられるのである。
さて，上にみたように，新しい国の限定的な関税を容認し，それを含みつ
つも，あくまで自由貿易を基調として，その新しい形態での展開を前提とす
るマーシャルの新しい国際経済理論の骨格はどのようなものであったのだろ
うか。この点を知る上での基本的文献は，1919年出版の『産業と貿易』より
は，むしろ，1923年出版の『貨幣信用および商業』(帥であるように思われ
る。前者の貿易問題にかんする第1篇は，「産業上の主導権」を中心に据え
た，いわばイギリス経済の対外的危機にどう対応するかという政策的問題を
強く意識した内容となっている。このことは，その序文に，この研究内容の
一部は既に1904年に活版に組まれていた，という事情からしても了解しうる。
1904年という年は先述の1903年『覚書』の出された翌年であり，周知のチェ
ンバレンキャンペーンの真只中であった。『貨幣信用および商業』の方は，
80才の誕生日をすぎて間もなくの，1922年8月に完成し，1923年に亡くなる
1年前に出版された。J.M.ケインズが書いているように，「この書物は，
主として初期の断片的論稿を一つにまとめたものであり，それらのいくつか
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は50年前に書かれている。また，そこにはそれらの主題についての彼の主要
な貢献の本質が要約されているQ｣(9)のである。従って,20世紀初頭のような
緊迫した現実的対応の面よりは，新しい経済状況をふまえた国際経済の一般
理論の構築に力点が置かれている。
そこで，この『貨幣信用および商業』により，マーシャルの国際経済の
理論的骨格の特色をえがいてみよう。マーシャルは，この本の第3編「国際
貿易」の第1章で，世界の各地は自然条件，人間の資質，資源の豊かさなど
が違っているから,その特色に応じて世界貿易の特色が形成されると論じた上
で，産業の発展した先進国による貿易拡大の方向に沿って世界貿易は発展す
る。「しかし，後進諸国は，より進んだ諸国に追い迫るだろう。従って，そ
のような貿易の着実な基盤を支える人間的能力のそれらの地方的不均等性は
全体として減少していくように思われる。……というのも，均等化の諸傾向，
それは伝達手段の発達と人間の適応性の増大とに依るのだが，それらはまだ
十分に発展をとげたとは思われないからであり，他方，生産規模の単なる拡
大に依る拡大的経済は既に諸国の重要な産業分野の大部分に導入されている
からである。
これら二つの傾向，つまり一方は多くの弱い産業諸国を強力にし，他方に
強い諸国を強力にするという傾向の間の衝突は,100年後の経済史家の興味あ
る思考対象となるだろうJと述べている』'0）つまり，国際経済把握の基本的
前提として，世界貿易を構成する諸国の産業化による均等化の傾向が考えら
れているのであり，発展を阻害される植民地や従属的な発展途上国の状況は，
その主要な視野から欠落していくのである。従って，産業化された諸国の交
易関係が主要な理論的対象となるのである。
それでは，このような貿易拡大の動因とも言うべき「外国貿易の利益」は
どのように考えられたであろうか。その利益は，「ある国が輸入する諸財の
価値が，その国が輸出した諸財に用した資本と労働でもって自ら作りうる諸
財の価値を超過した分によって成り立っている｣('1）と考えられた。従って，
ここには，古典学派の延長線上で，産業の比較優位を含む一定の国際分業の
発展が前提されているのである。
しかし，マーシャノレの特色はむしろこれから先の理論的展開にある。国際
間の交換は，国内交換と違うから，国内の交換原理を基礎としつつも，それ
とは違った原理力§設定されねばならない。その交換の基本的違いはどこにあ
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るのか。一国内では「自立的な経済領域self-controlledeconomicarea」
におけるいわば有機的，相立依存的交換関係である。そして，「第1に，労
働と資本は，同一国内の違った場所の間では，違う諸国の間の場合より容易
にかつ自由に移動する。第2に，一国内のいかなる場所も中央政府の費用捻
出に寄与することを要求される」のである12）これに対し，国際交換では，
交換主体である各国の独自性が強く，各国の交換関係を基本的に規制する共
通の基盤を設定し難い。言い換えれば，共通の生産過程的条件を前提にした
価値タームを設定し難い。そこで，マーシャルは，国際価値における生産過
程的視角からの遊離の道を進み始めるのであり，後述するように，流通過程
的視角の強まった国際価値理論の展開を行うのである。そのような論理の重
要な一つの現われは，「ベイルズbales」というマーシャル独自の価値尺度
単位である13）
「bales」とは「貨物」一般を指すが，ここでは貿易用語的内容を伴ってお
り，松本金次郎氏が「包」と訳されたようにI'4)rbale」は船積のために荷作
りされた「梱」を意味するから，要するに，輸出入をバーターとしてとらえ，
それぞれの財貨量を共通の尺度単位で表現するために用いられているもので
ある。つまり，違った使用価値を共通の尺度単位で表現することによって，
それらに共通の国際価値力ざ含まれていることを示そうとしている。この｢ba-
le」という用語は，既に先述の1903年『覚書』に，さほどの重要さを持って
はいないが登場する。とはいえ，そこでは，「A国の1日の労働或はA国商
品の1ベイル(bale)は保税倉庫におけるB国商品のそれと同じ程度のもの
を要求するだろうq｣(15)というように，事実上国際価値の尺度単位として用い
られている。
「ベイルズ」を国際価値の単位として設定するについて，そのステップに
なっているのは,J.S.ミルである。次のように言っている｡｢国際貿易に
おける価値尺度として金が不適格であるのは，主として次の理由からである。
即ち，金は貿易の直接的行為によって自由に一つの国から他の国へそれ自体
動くのに対して，労働と資本の供給は同等な自由さで動くことが出来ないと
いうことである。
この困難を避けるために，ミルは，一つの国の生産物の代表として綿布1
ヤードを，他の国の生産物の代表として亜麻布1ヤードをとった。しかし，
それぞれの国がその輸出品を代表的『ベイルズbales』で作製していると考
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えた方が良いと思われる。即ち，輸出品のベイルズの各々は，その国の労
働（色々な質の）と資本の同一標準にまとめた投下量を表現するのである(習
ミルの場合，いまだ使用価値的尺度単位であるのに対し，マーシャルは，国
際価値的尺度単位を設定する。その尺度単位「ベイルズ」の内実は，資本と
労働の投下量であり，従って，「実質価値と費用realvaluesandcosts」
であるとマーシャルは強調し，その実質費用がもつ各産業毎の多様さは当該
国内では，「代表的」商品における｢代表的ベイルズrepresentativebales」
という形で通約され，まとめられている。問題の焦点は，このように当該国
内では，いわば生産過程的視角とも言える形でまとめあげられた｢実質価値_，
が，各国間の交換関係においては，以下に述べる新たな理論的用具の導入に
よって，より流通過程的視角に傾斜していく，という点にある。
国内交換理論においては，均衡価格論の中軸をなす「正常価値において生
産費が主導的」と述べているように，供給の側に均衡化の主導性がある。価
格分析における短期，長期の区分も「供給力:需要に適合するための時間」に
依っており，均衡化を達成する担い手としての実業家，企業家の経済的，社
会的役割等も『原理』において慎重に検討されている('7)。国際交換において
は事情が違う。そこでは諸国民経済という経済主体が介在しており，各国そ
れぞれの独自性を持ち，そこでの相互依存関係は生産過程をも含んだ有機的
なものではない，と考えられている。マーシャルは，国際交換においても，
その諸条件は「国際需要と国際供給によって支配されていると言うのが最上
と思われる」と述べ,そこでの需要の主導性論に批判的な注意を与えている('8)。
しかし，すぐ．その後に続く節は，「貿易の諸条件は相互の国の需要の相対的
数量と強度に一般的に依存する」という問題を取扱っており，さらにそれに
続く章も，「需要の弾力性」概念を中心とする議論の運びとなっているので
ある99)明らかに国際交換関係においては，需要要因が重要視されている。し
かも，バーターとしての輸出入額の均衡化に中心力ざ置かれている。
この国際交換関係における需要重視の考えは，ミルのいわゆる「相互需要
説」にもとずく貿易均衡論の展開において，先述の価値尺度単位｢ベイルズ」
に結びつけられて論理構成されるとき，「ベイルズ」に当初含まれていた生
産過程的視角の古典派的痕跡はほぼ消え失せている。その意味では，ミルと
も違ったマーシャルの独自性が前面に押し出された，流通過程的視角の強ま
った交易条件論としての貿易均衡論が生成してくると言えよう。この貿易理
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論上の学説史的問題にかんしてここで十分掘り下げて分析する準備がないがfo)
以下のような一つの論点にのみふれておきたい。それは，モデル設定の仕方
自体にかんする問題である。
マーシャルは，「リカードォの方針に沿って，『交易条件』或は『交換割
合ratesofinterchange』」の表を下記の形で示し,2国間取引における｢需
要と価値との色々な関係」を考察している？')その表においては,Eの90,000
ベイルズとGの70,200ベイルズでこの取引は均衡的に成立することになるわ
けである。
Eが交易をしたい条件の表Gが交易をしたい条件の表
（1）（2）（3）（4）（5）
一一一一一
Eベイル(1)のEの提(1)のEの提Gが(1)のEGが(1)のE
供における供に対するを買入するに対して与
ズの数
100ベイルGベイルズ100Eベイえようとす
ズに対するの総数ルズに対するGベイル
GベイルズるGベイルズの総数
の数ズの数
10，000101，00023023，000
20，000204，00017535，000
30，000309，00014342，900
40，0003514，00012248，800
50，0004020，00010854，000
60，0004627，6009557，000
70，0005538，5008660，200
80,0006854,40082昔66,000
90，0007870，2007870，200
100，0008383，0007676，000
110,0008694,60074告81,950
120,00088昔106,20073号88,500
問題の焦点は,EとGの国際交換が相互需要の形でまずアプリオリに設定
され，その両者の交換割合が双方の側から様々な形で動かされる，というモ
デル設定の仕方にあるように思われる。つまり,E国の｢代表的representa-
tive」商品EとG国の｢代表的｣商品Gの交換という設定は,E国(或はG国）
の内部でE商品とG商品がまず比較されるというリカードオ的比較生産費
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の，従ってまた，多少なりとも生産過程的視角を持つところの，方法の余地
をなくしている。このことは，国内の「実質生産費」とは事実上切離された
形で「ベイルズ」という国際価値概念が提示されている点にもあらわれてい
る。それは，事実上国内価値分析（国内均衡）と国際価値分析（国際均衡）
との切断の方向に向わざるをえないであろう。
このようなモデル設定が出てくる原因の一つは,国際交換は相互に需要(市
場）があれば自由に形成されうるものであり，生産過程からの価値法則的規
制は弱い，という認識がマーシャルにあるからであり，もう一つは,｢代表的
representative」というマー シャル独特の概念構成にあるように思われる。
この点は突っ込んだ分析がさらに必要であるが，国内分析における「代表的
企業representativefirm」という理論構成が持つ理論的「矛盾」の問題，
即ち，各産業の「代表的企業」における産業間均衡は，産業部門内不均衡の
問題を内包している，というあのP・スラッファの問題(22）と同類の問題が
ここでも，その国際版として生じるように思われるのである。つまり，「代
表的」商品EとGの均衡関係の設定は，国内におけるEとGの関係を「代表
的」概念のもとで不問にするという問題である。しかし,EとGの交換割合
それ自体を変化過程（弾力性）においてとらえるという方法は，国際交換の
より精巧な動態論分析への道を開くことになった，と言えるかもしれない。
とはいえ，上記のような問題点は，国内の産業能率の向上と貿易の拡大を連
動させるマーシャルの中心的な課題からしても，大きな問題を残しているよ
うに思われるのである。
さて，上にみてきたように，マーシャルの国際経済理論は，産業化を進め
る各国の国際交換の均衡化の原理を中心に構成され，全体として国際場裡に
おける社会調和論のトーンでおおわれている。そこには，当初から豊国によ
る貧国の「搾取」の問題ｶﾇ入る余地は与えられていない。それはともかくと
して，マーシャルの問題意識に沿った場合においても，さらに次のような大
きな疑問が湧き出てくる。マーシャルは，各国が産業化を推進し，不均等発
展が一定程度避けられないとしても，対等の「相互需要」を設定しうる国際
交換関係が展開するような世界経済をえがいている。そこでは,多かれ少なか
れ，先発国と後発国の産業構造の同質化傾向が生まれる筈である。先のモ
デルに沿って言えば，各国の「代表的」商品は,EとGに特化するのでな<,
EとEに特化する傾向も少なからず出て来る筈である。先述の「大不況」の
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状況は，まさに鉄鋼業を始めとする当時の基軸産業の同列に並んだ状況の競
争激化に依るところ大きいものがあった。マーシャルは，このような国際経
済の対立面への関心が弱いように思われるのである。むろん全く見ていない
わけではない。例えば，1903年『覚書』の「イギリスの産業上の主導権に影
響を与える諸変化」の節では，イギリスに比してアメリカ，ドイツの貿易拡
大の割合が大きいことを中心に，国際競争激化の様相をえがいているし,『産
業と貿易』においても，鉄鋼業におけるイギリスの立遅れと競争激化につい
て論及している(23)。しかし，それらはいずれも事実認識のあまり重要でない
一部にすぎない。基本的には，国際経済における対立面の分析は欠落してい
ると言わざるをえないのである。
多くの「大不況」分析が示すように，まさにこの各国の産業化推進競争の
結果としてあらわれる産業構造の同質化，産業競争力の同列化から，原料と
市場を安定確保するためのいわゆる帝国主義的膨張政策が組織的に展開され
ていく。そしてそこでは，関税政策も単に幼稚産業の保護以上の位置づけを
迫られてくる。マーシャルは，これらの点をどのように考えたのであろう
か。これは次節の課題である。
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mD.リカードォ,J.S.ミル,A、マーシャルの貿易理論が，どのような
継承関係と進展内容を持っているかは，経済学史上極めて重要な，また，興味ある
課題であるが，難問も多く別？機会に改めて取組むほかはない。この課題について
の本格的な研究はいまだ残された分野のように思われる。とは言え，国際均衡理論
の発展という観点からの，馬場啓之介氏の次の指摘を持つ分析は，多くの示唆を含
むものである｡｢相互需要説がそもそもミルによって提唱された理由は，比較生産費
説によって説明される貿易利益が，貿易当事国のあいだにどのように配分されるか
を明らかにするためであった。マーシャルは，この比較生産費説との関連をはなれ
て，相互需要説だけによって，貿易利益を説明しようとした。このことは別の言葉
で言えば，生産行程をはなれて，ただ交換過程だけに注目して，貿易利益を消費者
余剰として説明しようとすることでもある。これはミルにくらべても，かえって後
退したこ．とにならないであろうかJ馬場啓之介『マーシャル』頸草書房，1961年，
182-183ハミー ジ。
(21)Mo,zeyC7･edit&Co,7z?7ze?･ce,oP．c".pp、161-162.
(22)P.Sraffa,TheLawsofReturnsunderCompetitiveCondition,Eco'zomjc
Jou71aj,Dec.1929,p.50.J.N・Wolfe,TheRepresentativeFirm,Eco7zO77zjc
JoTj7.7zQJ,Vol・LXIV,1954,pp.337-349.
(23)A.Marshall,Memorandum,op.c".pp.406-407.IM"si7･y(z,zdTγαde,
op．cit.pp、94-95.
Ⅳ関税問題への態度
先述したように，マーシャルが関税問題について積極的な見解を提示する
のは，チェンバレンキャンペーンをめぐってますます理論的，政策的論争力：
激化していた1903年に，大蔵省の依頼によって書かれた「国際貿易の財政政
策にかんする覚書」（マーシャルがケンブリッジ大学教授の職を辞した1908
－16－
年に下院文書として印刷）においてであった(1)。ここに盛られた関税論は，
マーシャルの他のどの著書よりもこの課題についての本格的内容を持ってお
り，これ以後に出版された貿易問題を含む2つの著書の関税論も基本的には
この内容を出てはいない。殊に『貨幣信用および商業』の関税論にはかな
りの部分がそのまま挿入されている。だからむしろ,『覚書』､は，マーシャル
経済学の大きな課題の一つであった貧困克服問題との関係を，関税が国民の
消費力，特に貧困階級の消費力を弱めるという形で問題にする発想を強く持
っている点で，それ以後の2著より豊かな内容を持っているとさえ言えるか
もしれない。
この『覚書』は,｢Partl,輸入税の直接的影響」と「Partll,これま
で60年の経済的変化を考盧に入れたイギリスの財政政策」という大きな2つ
の部分に分かれている。Partlは，主として限定された輸入税を含んだ場
合の国際交換関係の理論的検討とそれに関連する歴史的事実の検討に当てら
れており，関税論の中心部はPartllにある。そこでは，イギリスが自由貿
易政策を推進した60年前の状況以後の「変化」を次の6点に整理し，この6
点をそれぞれ検討すべき論点としてタイトルに掲げて節区分し，論を進めて
いる。その「変化」の6点と,(I)から(O)までのタイトルとを関連させて
みれば，ほぼどのようなことが問題とされたかがわかるであろう。
「(i)政府の行政的機構における政府の力と公正の増大，および，政府が
一般的賛同のもとで実行を迫られ，実行する諸役割の拡大」→「(I)拡張さ
れた施策と政府の能率の増大」
「(i)アメリカ合衆国，ドイツ，その他の諸国の発展」→このままで(J)
のタイトル。
「(iii)製造品の輸入に新,|日両方の諸国で課せられた税の増大傾向｣→｢(K)
外国関税の圧力はその数的増大と共に率においてもより以上に増大している。
新世界での高関税は究極的に旧世界の非常な負担となりうる凶
「(iv)イギリスの産業上の主導権に影響する諸変化」→このまま(L)のタ
イトル。さらに,｢(M)自由貿易は，イギリスにとって，アメリカにとって
ではないが，主導権の基本である凶
「(v)強力な産業的集積と結合の成長，それらは関税と政府のその他の恩
典によって助長され，その貿易を操作する力は不安の原因を作る凶→｢(N)
トラストとカールテル」
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「(vi)イギリスと他の英語諸国との間の密接な関係の可能性，それは部分
的には電気と蒸気の伝達機関の発達の結果であるJ→「(O)イギリスとその
植民地との間の密接な関係の可能性凶(2)
マーシャルは，このような新しい時代の到来をふまえて理論を考えていっ
たわけであるが，輸入税についても，その負担を相手国に強制させうるのは
極めて特殊な，即ち，かってのイギリスのような一国の独占的供給，独占的
需要がある場合のみで，それ以外では不可能と考え，今やそのような特殊な
状態はどこにも存在しなくなったと考えていた§)従って，限定された輸入税
ならば意味があるとして，限定された輸入税を含む均衡論を構築しようとす
るのである。この考えは，既に1873-77年の草稿にみられるが，1903年『覚
書』を経て，1923年の『貨幣信用および商業』第3篇第8章でほぼ整理さ
れた形になっている。そこでの中心部分はほぼ次のように言えるであろう。
限定された輸入税によって，後進国Gで貿易の減少が起きると共に物価騰貴
が起きる。その結果，先進国Eへ通常の商品を輸出するのは不利だが金を輸
出することが有利になるので（金はE国で課税対象とされていないこともあ
って),G国からE国へ金の移動が起こる。G国での商品量増大とE国での
商品量減少，および金の移動によって,G国の商品価格は低落し,E国商品
の価格は上昇し，そこでのG商品も輸入税を含む線まで上昇し，新たな均衡
状態が生まれる。これは必ずしもE消費者がその輸入税を全面的に負担する
ことを意味しない。何故なら,E消費者における金によるG商品に対する購
買力は上昇するからである。従って，輸入税の負担の行先は,G国とE国で
どの程度の商品量の増大，減少が起こるか，または,「Eの需要とGの需要の
相対的弾力性」に依存しているのである#)この考えは，『覚書』においても
基本的には殆んど違いがない。ただ『覚書』では，いまだ「需要の弾力性」
に依存するという一般化の作業がなされていないだけである。
ところで，輸入税の各国における導入のされ方は，このような一般論にお
いては論定できない。だからマーシャルは，古い国－これは主として人口密
度の高い国，新しい国一これは主として人口密度の低い国，という区分を行
い，前者は後者から原料，食糧を，後者は前者から機械等の製造品と資本を
導入せざるをえない，という設定を行っている。その上で，新しい人口密度
の低い諸国は高関税を継続する必然性は殆んどない，という展望を行う。と
いうのは，彼等は原料，食糧を輸出する必要があると共に，製造品を輸入し，
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資本導入に必要な利子支払いのためにも，輸出増大をはからねばならないか
である，という)そしてさらに，それらの国に輸入税が導入されても古い国
にとってさして脅威とならない，古い国イギリスの市場は広大な領域で確立
されているから，と述べている§）
このような考え方にみられる特色は，第1に，一方では新しい国の高関税
の当面の障害に注意を払いながらも，長期的観点からは，それらの諸国の高
関税の継続の可能性を小さく考え，総じて楽観的ないしは希望的な考え方を
している点である。第2は，このような考え方になるのは，先述したように，
古い国と新しい国の一定の分業のもとに形成される国際経済の調和的体制を
考え方の基調としているからであり，その考え方からは，古い国と新しい国
の対立的側面，先進国と発展途上国との帝国主義的敵対と従属の諸関係等の
析出は欠落していかざるをえない，という点である。
マーシャルのこのような新旧諸国間の関係についての論述において，極め
て興味ある指摘は，次のようなある種の「洞察」であろう。それは,「多くの
年月の後｣，新しい国が古い国からの借入資本を返却した暁には，原料，食
糧の独占的地位のもとで，高関税をそれら輸出品に課し，古い国を圧迫する
可能性がある，と述べている点であるW)同じ意味の論述は,1903年『覚書』
にもみられる。「世界は非常な勢いで植民が進められつつある。そして，世
紀が変る前に……事態は変るかもしれない。その時には肥沃な土地も豊かな
鉱山資源も極めて僅かな地域にしか残存しなくなるであろう。それらは，要
求されるだけの多くの工業製品を作りうるほど，また自らの必要のために多
くの原料を利用しうるほど，人口や資本を供給しえなくするであろう。その
ような時がくれば，販売しうる余剰原料を持つ国々が国際取引で優位に立つ
であろう。……彼等は牢固とした独占を保持するだろう。従って，人口密集
諸国が彼等に申し出うるその唯一の生産物に彼等が随意に課すどんな税金も，
それがどんな過酷なものであろうと，主にそれらの諸国によって支払われる
であろう。このような私の判断は，さしせまった危険の展望からよりは，む
しろイギリスの将来にかんする重苦しい危具の念に依るものであるgと述べ
ている。
このマーシャルの今日的問題をも思わせる「洞察」について幾人かの論者
が注意を払っているが?)この発想の背景にあるのは，古典学派を支配した収
獲逓減の法則であった?0）マーシャルは，1898年の「交換と分配」とい
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う論文で，古典学派にふれつつ，同じような論述を，交換，分配への憂慮す
べき影響として述べている!'）このような「洞察」にかんし，歴史的な資本
主義社会が生み出す支配と従属の帝国主義的形態の分析の弱さを指摘しなけ
ればなるまいが，一面では今日的状況における資源問題の経済学説史的所在
を提示しているようにも思われる。
マーシャルは，関税導入反対の代表的論者の一人であったが，やはりミル
にならって，後進国の「幼稚産業nascentindustry」或は「先駆的産業pio-
neerindustry」への保護関税導入については，高い輸入品を排除する役割
を評価し，自由貿易と矛盾しない，という考えを持っていた。この点では，
F、リストやH、C・カーリィの理論にイギリスの経済学者はもっと理解を
示すべきであるとさえ述べている12)このような,後発諸国への保護関税の容認
の態度も，アメリカとドイツでは著しく違っている。アメリカについては，
第1に，イギリスの事情と違って輸出より国内市場が大であるため保護関税
はむしろ製品価格を低くするように作用した。従って，損失は殆んどない。
第2に，アメリカの保護は，イギリスのように，地主階級の利益のために産
業階級に課されることはない。反対に，輸出業者に課されることによって，
公有地の大きな自由使用の恩恵を受けた人々に負担を強い，不公平な事態は
起きないのである，と言う13)ところが，ドイツの関税については，産業的活
動力の発展を阻害している，と極めてきびしい。ドイツはヨーロッパ全体へ
航路や鉄道によって安い運賃による貿易が容易な状況を持っているのに，保
護関税はその拡大を妨害している。また，ドイツ保護関税は幼稚産業の弱体
を助長し，カルテルと結合して消費者価格を上げ，技術革新が進んでいるに
もかかわらず，実質賃金はイギリスよりも増大してい､ない。もし，保護を放
棄すれば賃金は5倍位は上昇しうるだろう，とまで言っている14）
また，これらの保護関税批判に際し，マーシャルが最も強調した点は，関
税要求が国家的利益からでなく個人的利益の追求から，政治的圧力のもとで
要求されることの非科学性と政治の腐敗であった。アメリカの関税による産
業保護も，産業が成長した後も政治的に継続される点に問題があり，その実
態は，カーリィ等の理論とは違って，既に強力な産業が保護される政治的不
公正を持つものとなっている，と言う15)さらに，差別関税も，経済的には，
国際分業による生産能率の向上に逆行し，相手国の需要減による輸出減とし
てはね返り，国民経済全体としてより高い費用を払うことになる。その上，
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特定産業の労働組合の個別的利益の追求の用具になり，政治的抗争の要因と
なる。そして，他の産業の損害を判断せず，ひいては全国民的な産業能率の
低下へつながる，と考えていた16）
さらに，独占と関税の結合の問題についても，アメリカのトラストは建設
的方向に向っており，大規模生産による有効な経済的展開を行っているが，
将来権力と結びつくとライバルを権力によって排除するという独占の害悪が
出てくるから危険である，とみる。ドイツについては，重要な点は同じであ
るが，カルテルは国内的には建設的な面を持たないが，海外市場でのダンピ
ングを可能にしており，これは価格低下状況を作り出すので批判がむつかし
い，と言う。しかし，長い目でみれば，アメリカでも有能な人々の独占運営
は保護よりは自由貿易を志向する傾向にあり，ドイツにおいても,1903年『覚
書』が1908年に出版される際にわざわざ挿入された短文において述べている
ように，カルテル政策は外国の生産者に対しての攻撃性を減じつつあり，国
内生産者への圧迫も少なくなっている，と全体的に楽観的な見通しに立って
いる17)このように，第1次大戦前後における関税政策下の国際経済情勢が楽
観的な形で示されていることは，殆んど同時代に提示された,J.A.ホブ
ソン,N・レーニン,R.ヒルファーデングなどの見解とは大きく違った性
格を持っており，それらの諸国間の競争の激化と対立的面についての関心の
払われ方が弱いという特色を形作っていると言えよう。
上記のような関税批判は，言うまでもなく，貿易を不可欠とするイギリス
の立場から，そして，イギリスの黄金時代を築いた「80年前以来の自由貿易
政策」の経験に立脚する国際経済理論からなされているが，その場合にも，
自由貿易政策の政治的術策に左右されない単純さ，自然さの持つ公正な性格
を最良のものとして評価している18)このような考えは，外国の関税に対する
対抗政策に極めて慎重な態度をとることになる。例えば，イギリスがヨーロ
ッパの輸入税に関税低下を強制することは，殊に外交官の外交取引の材料と
してイギリスの輸入税を使うのは，イギリスの国民的利害に反するという見
解。また，「最特恵国」協約への信頼を拒否するような行為は敵対的行為と
みなすべきだ力ざ，諸国にそれを十分自覚させることが重要であることを理解
すべきである，という見解。また，イギリス市場で外国商品は不公正競争し
ているとして外国商品をしめ出すべきではない。それは，イギリスの輸出増
大を可能にしており，生産に必要な技術水準の高い財を安く買いうる有効性
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に注意すべきである，という見蝿'9)などに代表的に示されている。このよう
な，当時の諸国の国際関係の在り方を，マーシャルが理知的であり科学的で
あるとみなす自由主義原理に基いて比較的紳士的な関係としてえがく思考方
向は，一方で第1次大戦に帰結したきびしい国際間の対立面と向き合うとき，
さらにどのような対外関係の構図を生むことになるであろうか。それは次節
の問題である。
(註）
(1)A.Marshall,Memorandum.,oP.c〃.p､374.この表題には,ordered,byTheHo-
useofCommons,tobeprintedllNovemberl908.と注記されている。
(2)j6jd.pp.394-395.p.369.
(3)j6jd.p.372.p.376.A.Marshall,Mo7zeyC7･ed"&Co771file7･ce,op.cj2.
pp、199-200.
(4)Mo7zeyC7･ed"&Com77ze7･ce,j6jd・pp.183-184.
(5)j6jd.pp、201-202.p、203.
(6)j6jd.p.201.Memorandum.,op.cit.pp.401-402.この該当部分は後者の1
節がそのまま前者に挿入されている。
(7)Mo71eZ/C7･edit&Co'7z771e7.ce,oP.c花.p.202.
(8)Memorandum.，op．c苑.p.402.
（9）早坂忠氏は,W.H.･B.コートの1954年の著書での言及を引きつつ関心を
払われていると共に，先述の経済学史学会第45回大会の報告においても言及されて
いる｡(前掲書110ページ｡)N、ジァーも「他のこのような性質の表現を見出すこと
はできないq」と述べている。N.Jha,op.c〃.，p、59.
（10「それは，ミルをさんざん悩ませ，マーシャルがほぼ克服した，人口と収獲
逓減についての古典学派が持っていた恐れの再現であるq_IN.Jha,j6jd.p.59.
(11)A.Marshall,ExchangeandDistribution,Eco冗077zicJO秘γ九αj,Vol.m,
1898,pp.41-42.
(12)A.Marshall,SomeAspectsofComepition,op.cit.pp、259-294.Memo-
randum.,op.cit.p.388．Mo刀eyCγedjt＆Co77zmeγCe，op．c〃・pp、210-211.
p.217.この最後の書の｢第11章特定の国内産業を育成するために設定された輸入税」
という章の3.pp.213-217.は,Memorandum.の(G)p.388-392.の挿入である
(ほんの少しの違いはあるが)。
(13)SomeAspectsofCompetition,op・cit.pp.261-262.Memorandum.,op.
c〃．p、398.Mo7zeyC7･edit&Co77277ze7･ce,op.c".pp，221-222.
(14)Memorandum,op・cit.p.398.pp.379-380.Mo"egCred"&Cof7277zerce,
op．c〃･pp、222-223.
－22－
(13SomeAspectsofCompetitionop.cit.pp、263-264.Memorandum.，op．
c苑．p、393．p、394.p，410.Mo7zeyC7･ed"&Comme7･ce,op．c".pp.219-220.
(10Memorandum.op.cit.pp.388-392.Mo7zeyCred"&Co77277ze7･ce.の該当
部分は前者の挿入部分。
(17)Memorandum.op・cjt.pp.412-414.マー シヤルの独占に対する考えの概略
は，拙稿「独占の形成とマーシャル」前掲書参照。
(13Memorandum.op．cjt.p､394.Mo7zeyC7･ed"&Com77ze7･ce,op.cjt.p.220､
(19Memorandum.op．c〃・pp､409-411.
v「帝国統一｣と植民地
前節でみたように，マーシャルは関税要求が科学的思考からよりは政治的
利害からなされることを憂慮していた。殊に，特恵関税等では,｢政治的考盧
が狭い意味での『経済的』ということの中に入り込んでくる9)のである。そ
のような状況の出現は，例えば，「『収入のみに対する租税』の財政的伝統を
変えようとした3)一人であるJ.チェンバレンが，イギリスの大衆の生活向
上＝社会改良のための財源を関税に求め，社会改良と関税改革による「帝国
関税連合」を構想した(3)ように，国家機能の必然的な肥大傾向を背景として
持っていたのである。マーシャルも，生活様式の多様化と複雑化は，生活向
上のための政府事業の要求を高め，政府の力を肥大させ，同時に公共道徳の
堕落と政治の腐敗も増大する，と考えている#)従って，自由貿易主義理念を
根底とするマーシャルの観点からは，「公正貿易運動FairTradeMove-
ment」も「関税改革」もこのような政治的状況の進行以外の何ものでもなか
ったのである噌)1903年，植民地相であったチェンバレンがその職を辞して，
イギリス植民地諸国を結束する「帝国関税同盟」の実現をかかげて「関税改
革同盟TariffReformLeague」を結成し，チェンバレンキャンペー ンを
展開する。その年こそ，マーシャルにとっても重要な政策的発言をせまられ
た年であった。時の政治情勢につき動かされてマーシャルは，この同じ年に，
T/teTj77zesにおける「経済学の諸教授と関税問題」という関税批判の「宣
言」に名を連ねるのであり？)また，先述の1903年『覚書』を提示するのであ
る。
マーシャルが関税にかんしどのような点で反対であったかは前節で述べた
が，「帝国関税同盟」にもむろん反対であった。しかし，植民地諸国の結束
をはかる「帝国統-ImperialUnity」には賛成であった。
－23－
1903年『覚書』の最終節(O)は，「イギリスと植民地の間の密接な諸関
係の可能性」と題されており，マーシャル植民地観に対する基本的考え方が
示されているとみてよい。ここで示された植民地観は，端的に言えば，植民
地自立論である。植民地は今やその気にさえなれば，外部の援助なしに貧困
から脱皮できると共に，自立しうるほど成長している。植民地は高い収益の
場を持つが，イギリスは石炭資源の減少にみられるように，その余地が狭く
なっている。今なお植民地に投資し続けている親であるイギリスは，成長し
た子である植民地の協力を期待している。かって，子に過酷であった親は，
この10年はそうではなくなっているW)植民地の現状をまずこうとらえる。
この把握の上に，「帝国統一は一つの高い理念である」と言う。この場合
問題となるのは「統一」の仕方である。植民地が若い産業育成のために関税
を導入しようとするのはむしろ自然のなりゆきである。しかし，帝国全体の
相互関係の促進は，財政政策を肥大させない方向で行うべきである,と言う§）
ヘ
だから，マーシャルは関税同盟という形には賛意を表さない。もっとも，リ
ストの思想の延長としてのドイツ関税同盟は，そのドイツ内の諸区域の自由
貿易を進めることによって大きな成功をおさめたが，イギリスでは諸国間の
距離が遠く，利害が一致しないからイギリス帝国の関税同盟はやるべきでな
い，と主張する§)殊に，差別関税，特恵関税のような方法での同盟に対し強
い調子で反対する10）それらは，イギリスと植民地の間はより低い関税にし，
帝国外に対しては高関税を設けるわけだから，植民地からみれば「帝国統
一」への前進であるかもしれないが，イギリスにとっては必要のないことで
ある。それらは政治的抗争と腐敗の温床を与え，結局は関税の一層の引上げ
を結果し，帝国全体としては損失の方が大きい。そうなればイギリスと植民
地の間も失望と摩擦が支配することになる。従って，イギリスに必要なもの
は，19世紀来脈打ってきた活動の自由さであり，高度で複雑な財を生産しう
る「活力viability」である。アメリカやドイツがそれぞれの有利な条件を活
用して追い上げてくるのに対し，イギリスの産業上の主導権を保持するのも，
この産業上の「活力」に依る以外にはありえない111）ほぼこのように考えて
いたのである。
上記のような植民地自立論は，ほぼ同時代のJ.A.ホブソンの次のよう
な問題を射程外に置いている。即ち,1870-1905年のイギリスの新たな植民
地は，主としてアジア，アフリカ地域であり，しかもイギリスの専制支配下
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に置かれており，それらは帝国全体の3分の1の面積におよぶというI'2)植民
地の広大な弱小部分の問題は殆んど無視されているのである。
マーシャルの植民地論が上記のような性格のものになる大きな原因は，イ
ギリスの産業上の主導権の保持を強く意識した，ナショナルインタレストと，
産業化の国際的波及とを調和的に結合させた観点に強く支配されていること
に依るように思われる。そのことは，マーシャルが，イギリスの「帝国統
一」が理想としてとるべき姿を，次のような形で提出していることによく示
されている。それは，1903年『覚書』では,｢Anglo-Saxondomの一つの商
業連合aeommercialfederation」と表現された考えである｡『産業と貿易』
では「イギリス連合諸国の精神的に緊密な一つの同盟acloserunionin
spiritofthevariousmembersoftheBritishCofederationofSta-
tes」と表現され，『貨幣信用および商業』では,「全ての英語諸国の一つ
の商業連合acommercialfederationofallEnglish-speakingnations」
と表現されている。いずれもほぼ同じ内容であり，｢帝国統一より高い理念で
ある」とされ，内容的には，ドイツ関税同盟の域内の自由貿易経済効果を強
く意識し，主として，国際的商品交換のための交通・伝達の障害を少なくし，
諸国民間の精神的な結束を進める連合体の形成を意味している13)従って，か
なりゆるやかな連合体であり，域内でも域外でも自由貿易が可能な組織なの
である。このような構想の背景には，先述した植民地自立論からするカナダﾞ
(1867年自治領となる）をはじめとする自治領諸国の発展が意識されていた
ことは明らかであるが，それにもまして重要であったのは，やはり台頭する
アメリカへのアプローチであろう。マーシャルは，しばしばアメリカのめざ
ましい発展の底流に,「最良のイギリスの理念が引続きアメリカ人に受け入れ
られてきた34)状況があることを強調しており，その共通の「理念」上にこ
の「連合」を構想しようとしている。
D.ウインチは，「この点でマーシャルは，ジョン・モーリイやチャール
ス・ディルクのようなリベラル派に属するのである。それらの人々はイギリ
スとアメリカの間の密接な関係を妨げる帝国的結束が進むことを望まなかっ
た35）と述べている。そして，それに続く文の最後を次のように締めくくっ
ているのは甚だ興味深い。「今やイギリスは，ヨーロッパに選択の道を見出
しつつあるが，他方では『AnglO-Saxondom』との連帯を試みており，我々
は恐らく，1903年の問題に直面した人々の困難さを，特に十分に理解する位
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置に居るようである。その問題とは，外的世界とイギリスとの経済的関係の
大きな変化にかんする一つの提案をどう評価するかである&6)このような｢A-
nglo-Saxondom」の見方は，イギリス人であればこそ認められうる見方の
ように思われるが，それを別にしても，確かにリベラル派の思想的内容を持
っていよう。しかし，その中に，いわゆる帝国主義的性格を読みとることが
出来ないとは言い難いように思われる。例えば，『産業と貿易』の第1篇第
5章「強力な挑戦下のイギリスの産業上の主導権」の結論部分の5は，よく
そのことを示している。5の表題は，「イギリスの産業上の主導権は，イギ
リス諸国連合TheBritishFederationofNationsの主導権の形で遂行さ
れつつあI),その形に溶解されつつある。それらの諸国の若いメンバーは最
初の植民地の今日の主導性から多くのものを学びつつある凶となっている。
さらにそれに続く本文の冒頭で，マーシャルは言っている｡「イギリスは，世
界戦争で示したエネルギーによって，自らはそうでないにしても，全世界を
驚かした。そして，4大陸の英語諸国民に彼等自身が精神的にも事実におい
ても結び合わされていることを証明した。従って，イギリスの産業上の主導
権は，イギリスの古い故国と同じように新しい故国においてのイギリス人の
成果によっても評価されるものであるという主張は，この章を終るにふさわ
しいものであろう&7)マーシャルは，この同じ書の第1章の初めの方で,｢戦
争の脅威」についてふれ，それが「人間の闘争本能」に根ざすことを述べつ
つ,「今なおいくつかの小国は『勢力均衡』を維持しようとする，より強力な
近隣諸国によって部分的に保護されている&8）と言っており，これを書いた
時期の戦争が，多かれ少かれいわゆる帝国主義的対立を背景としていたこと
を認めている。その戦争の経済的背景をなすような諸国の対立面の論述は全
体として極めて少ない力:，上記のような第1次大戦における帝国としてのイ
ギリス諸国の結束ある戦いぶりの中に,「イギリス諸国連合｣の力の実際的｢証
明」を見出している点は，マー シャルにおける「Anglo-Saxondomの商業連
。●●●●●●●●●●●●●
合｣のいわゆる帝国主義的性格の一面をのぞかせているとみることができよう。
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Ⅵむすび
マーシャルは，イギリスの産業上の主導権が脅かされ，後発諸国において
関税導入が当然と考えられるような，新しい国際経済状況に適応しうる新し
い国際経済理論の構築をめざした。貿易均衡を阻害しない限定された輸入税
を許容する理論展開を試みると共に，この均衡を阻害し，国民大衆の消費力
を減退させる関税引上げに正面から反対論を展開した。その根底にあった考
えは，かってイギリスの黄金時代を築いた自由貿易思想であると共に，産業
における収獲逓増の論理をふまえた，産業化の進展であり，この産業化の進
展をおしすすめる国民の「活力」こそ，イギリスの産業上の主導権を保持す
るための源動力であると考えられたのである。
この産業化の進展は，イギリス資本主義発展のための原則と考えられると
共に，世界の諸国がとることになる経済の在り方と考えられたから，後発の
先進諸国ばかりでなく，植民地諸国も原料と食糧を供給しつつ産業化を進め
ることによって自立性を高め，世界の諸国は比較的同等の地位を確保して行
くことになる，と考えられた。このような諸国力ざ，ゆるやかな国際分業を形
成し，自由貿易のもとで貿易均衡をはかりつつ相互に貿易を拡大しながら発
展する。イギリスはそのような諸国の一員となるわけであるが，その産業上
の主導権は保持されねばならない。調和的な世界経済の発展を理論化しなけ
ればならないと同時に，イギ'ノスのナショナルインタレストを理論的に追求
しなければならない。ここでマーシャルは，イギリスのナショナルインタレ
ストの追求の在り方を普遍化することによって，言い換えれば，アメリカや
ドイツ，そして発展途上国の発展の方向も，その産業化の進展という同じ方
向で取扱いつつ，そのような諸国の諸関係を問題にしていく形で体系化を試
みた。従って，資源の乏しい弱小植民地や国際間の対立面を堀り下げる問題
意識は欠落していかざるをえなかったのである。
19世紀末の「大不況」から20世紀初頭にかけての時期は，イギリス国内に
おいても関税改革運動が盛り上がった時期であり，マーシャルもこのような
政治的状況につき動かされて，イギリス対外経済政策の基本にかかわる見解
を提示する。マーシャルは，上述したような考えを展開しつつ，チェンバレ
ンを中心とする関税改革派が提唱する「帝国関税同盟」の構想をきびしく批
判した。このような同盟は，特に差別関税，特恵関税の際に顕著にあらわれ
るように，一部の産業の利益と非科学的な政治的動機に基く傾向を強く持つ
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ており，国民経済全体，殊に国民大衆の利益にならない，と主張する。
そして，それらに対する一つの対案とも言えるような，イギリスの産業上
の主導権の保持のための「帝国統一」の発展的理念として,｢Anglo-Sax-
ondomの商業連合」＝「英語諸国の商業連合」という構想を提示する。そこ
では，イギリスと台頭著しいアメリカ，それに発展する植民地諸国との，精
神的結束と国際交換上の密接な交通諸関係の推進が考えられ，諸国の｢連合」
組織でありながら，自由貿易を保証しうる形態力訂構想される。とは言え，必
ずしも内容は明確でなく，理念的性格が強い。しかし，この「連合」を構成
する力の「証明」を第1次大戦での勝利の力量によって行っている点に現わ
れているように，それはいわゆる帝国主義的性格の一面を持っていることを
おおうことはできないように思われるのである。
(本稿の作成に当り，金沢大学の柴田固弘氏から貴重な示唆を与えられたこ
とを記しておきたい｡）
